
― 131 ―

自治基本条例の意義と制定における市民の協働参画
—中野区自治基本条例の一例を中心に—

浜　田　泰　弘

　本稿は2000年4月施行の地方分権一括法以降、幾つかの自治体で制定された自治基本条例の取り
組みと意義を研究する試みである。まず全国初の自治基本条例となったニセコ町まちづくり基本条
例、次に下川町自治基本条例を検証する。さらに自治基本条例の標準モデルとして中野区自治基本
条例の制定過程を考察する。本稿の主要な観点は、自治基本条例の最高規範性、市民との協働にあ
る。自治基本条例制定過程を通じて自治体の行政に対する参加意識を市民がより強く認識していく
ことが期待される。中野区の例を中心に自治基本条例制定の意義と市民・行政の協働の可能性を探
りたい。

keywords：自治基本条例、地方自治行政、ニセコ町まちづくり基本条例、パブリックコメント、
　　　　　 中野区自治基本条例

法過程でもある自治基本条例制定過程における市
民参加および市民と行政の協働について考察す
る。具体例として特にこれまで詳述される機会が
少なかった中野区自治基本条例の制定過程と内容
を取り上げる。このような検証により地方分権一
括法施行後の自治基本条例制定の規範性、さらに
自治基本条例制定過程への市民の協働参画の意義
を探ることが本稿の目的である。

I　自治基本条例の意義

本章では自治基本条例の意義と制定過程、規範
性を検討する。自治基本条例制定は 2000 年 4 月、
地方分権一括法施行により都道府県、市区町村が
国と対等な「政府」と見做されたことが端緒となっ
た。同法により各自治体が一つの政府と見做され
る以上、国が憲法を持つように地方自治体も独自
の存在意義を明文化する法規範を具えるべきもの
となったと考えられる。地方分権化一括法におい
ては中央集権的な行政制度の見直しが重視され、
国と地方の関係は従来の上下・主従の関係から対
等・協力関係に変わり、住民主導の個性的で総合
的な行政システムを確立する地方分権改革の理念
が示された。具体的な成果としては、地方を国の
下部組織として国の事務を行わせる仕組みである
機関委任事務制度を廃止し、地方公共団体が処理
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序　論

「ニセコ町まちづくり基本条例」を嚆矢として、
全国の地方自治体で「自治基本条例」が次々に制
定されて拡大普及しつつある。周知のように
2000 年の地方分権一括法施行により機関委任事
務が廃止され、法定受託事務と自治事務に再構成
されることになった。この改革は地方自治に決定
的な変革の契機をもたらした。これにより市町村、
都道府県はこれまで国の出先機関としての地位を
脱し、市民から信託を経て、地域の責任を持つ行
政機関となることが要請されるに至った。地方分
権一括法によって地方自治体が国と同様の政府の
ような位置づけとなり、そのため地方自治体独自
の基本法たる法規としての自治基本条例を制定す
る必要性が生じた。ニセコ町のまちづくり基本条
例はその最初の試みであった。本稿は地方分権化
に伴う自治体の基本法たる自治基本条例制定の意
義を問うものである。まず、自治基本条例の主要
な例を挙げ制定過程を検証する。次に自治体の立
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する事務を「法定受託事務」と「自治事務」に再
構成した点が特に重要である（1）。

神原勝（2）によれば、自治基本条例は以下 3
つの意味を持つものと理解されている。第一に「市
民主権の民主的な自治体運営と質の高い政策活動
を推進するために」、第二に「条例によって、必
要な理念、理念を具現する基幹的制度、制度を動
かす原則を総合的・体系的に整備」すること、第
三に「この条例に当該自治体の最高規範ないし最
高条例としての地位を与えたもの」である。

先述した地方分権一括法施行により機関委任事
務が廃止され、該当する事務が自治体事務になっ
たため、自治体の条例制定権の範囲は拡大した

（3）。こうして必然的に自治体の条例が制定され
る機会が増えた。特に自治体において重要である
自治基本条例制定又は改廃に係る案の策定に当
たっては、市民の意見を参考にしてパブリックコ
メントを実施し、市民等から提出された意見等の
概要及び市民等から提出された意見に対する市の
考え方等を公表する自治体が増えた。また自治基
本条例制定に際しては自治体の市民、行政、議会
さらには NPO 等の協働参画が重要とされる点も
様々なアクターの参画を伴うという重要な意味を
持った。

だが地方分権一括法により地方行政の制度改革
が促進されていく一方で、地方議会の制度改革は
大幅に遅れているのが現状である。そこで差しあ
たって「行政」の原則を自治体が基本条例化する
試みが自治基本条例の制定である。このような経
緯で自治基本条例が先行し、議会基本条例はその
後に続く形になった。議会基本条例の必要性が説
かれ始めたのがニセコ町の基本条例制定時の
2001 年頃と言われる（4）。そして地道な議会の
努力が行われた結果、2006 年に北海道栗山町で
全国初の議会基本条例が制定された。議会基本条
例制定も、行政に比して遅れた地方議会の法制改
革の進展を考える上では重要な課題であり、二元
代表制を首長と対等に担うべき議会がその制度的
作動原則を定める意味を持つが、本稿では「議会
基本条例」とは区別し、「自治基本条例」を考察
の対象とする。

ここから自治基本条例の制定数について概観し

ておきたい。既に述べたように北海道ニセコ町の
まちづくり基本条例が先行例となり、2009 年時
点の 150 自治体から比べると 2015 年 8 月時点で
は 329 と 6 年間で倍に増加したことがわかる（5）。
そのうち最初の自治基本条例となったニセコ町の
条例が「まちづくり基本条例」を称したように、
自治基本条例に「まちづくり」の名称が入ってい
るものは 136、その他のいわゆる自治基本条例は
193 に区別される。都道府県レベルの自治体で制
定されている事例は北海道と神奈川県の 2 つ、政
令指定都市単位（2015 年 8 月時点）では札幌市、
川崎市、静岡市、新潟市、熊本市、北九州市の 6
市である。

名称で区別するならば、「協働」の文字が入っ
ている条例は 329 のうち 10 である。独特の名称
を持つ条例もある。例えば、新潟県柏崎市の「市
民参加のまちづくり基本条例」、埼玉県草加市「み
んなでまちづくり自治基本条例」、広島県神石高
原町「人と自然が輝くまちづくり条例」、東京都
文京区「＜文の京＞自治基本条例」、山形県金山
町「自律のまちづくり基本条例」、東京都豊島区「自
治の推進に関する基本条例」、広島県三次町「まち・
ゆめ基本条例」、神奈川県開成町「あじさいのま
ち開成自治基本条例」、福岡県福津市「みんなで
すすめるまちづくり基本条例」、北海道厚沢部町

「素敵な過疎のまちづくり基本条例」、東京都練馬
区「区政推進基本条例」、山形県庄内町「みんな
が主役のまちづくり基本条例」、東京都調布市「自
治の理念と市政治運営に関する基本条例」、東京
都東村山市「みんなで進めるまちづくり基本条例」
等が特徴的である。名称は様々であるが自治基本
条例を制定する基礎自治体は過去 6 年で 2 倍以上
に増加していることが確認される。一方で都道府
県単位における自治基本条例の制定例は北海道と
神奈川県のみにとどまり、依然普及しているとは
言い難い。基礎自治体を複数持つ都道府県行政は
複数の基礎自治体を有し、広域に及ぶため、統一
的な条例制定には基礎自治体以上に課題が多いた
めと考えられる。

次に自治基本条例の最高規範性について触れて
おきたい。自治基本条例の最高規範性を規定して
いる条例としては、長野県飯田市の自治基本条例
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や岐阜県多治見市市政基本条例などが挙げられ
る。飯田市自治基本条例第 2 条は「この条例は、
自治及び市政に関する基本的な原則を定めた最高
規範であり、この条例を誠実に遵守するものとし
ます。」と定めている。また多治見市市政基本条
例第 41 条では、「この条例に反することは、その
効力を有しません。」（同条 2 項）」とされている。
多治見市市政基本条例では他の条例よりも上位に
ある規範であることを自ら定めているものと解さ
れる（6）。

次に自治基本条例を最高規範と見做す自治体が
どの程度存在するかを確認しておきたい。2009
年 1 月時点の全国自治体のホームページの自治基
本条例の「規範性」の位置づけに関する統計を概
観すると、条例を①「最高規範」と位置づけてい
る自治基本条例の比率は全体の 58.7%、②「最大
限尊重」が 28.3%、 ③「尊重」が 10.1%、 ④「そ
の他」が 2.9% である（7）。

また全体の中で自治基本条例制定時を 2009 年
1 月迄と限定した場合、各条例の位置づけを① 「最
高規範」②「最大限尊重」③ 「尊重」 ④「その他」
と区別すると、 ①「最高規範」を定めた条例が全
体の 66％に及び最も多いことが目につく。次い
で ②「最大限尊重」が 19.1％、 ③「尊重」が
14.9％、④ 「その他」は 0.0％という数値になった。
全体の中で、①「最高規範」を規定した条例数の
推移を時期別に比較した場合、2001 〜 2005 年で
は全体の 38.9％、2006 〜 2007 年に拡大し 65.5％、
2009 年 1 月段階では 66.0％と時代毎に増加して
いる（8）。このように自治基本条例を制定した自
治体で同条例を最高規範と見る自治体は 2009 年
時で 66% と約 3 分の 2 にも及び、多くの自治体
が自治基本条例を最高規範と見做していることが
理解される。

ところで自治基本条例の最高規範性を検討する
ためには、国家の最高規範である憲法との関係、
地方自治法との関係についても見ておく必要があ
るだろう。自治基本条例が最高規範であるという
意味としては、主に二つの定義が考えられよう

（9）。一つは、この条例に違反する他の条例や規
則は制定してはならないということである。これ
は飯田市自治基本条例と多治見市市政基本条例か

らも確認される。第二は国レベルの法律や政策等
との関係の問題であり、自治基本条例が最高規範
と言えるかどうかという問題である。

ここから第二の定義、つまり自治基本条例の最
高規範性について考えてみたい。神原勝によれば、
自治体は国の法律、政策、制度を自由に解釈して
も良いが、その解釈の最高基準が自治基本条例と
理解されている。しかしながら、行政法学的には、
条例間に上下の差をつけること、優先順位をつけ
ることはできないという説も存在する。またオー
ストリアのハンス・ケルゼン『純粋法学』（Reine 
Rechtslehre,1934）の法段階説では上位規範が下位
規範に法的根拠を与えるものと捉えられている。
法段階説によれば、最高位に「根本規範」となる
憲法があり、次が法律、その次は条例と上下に序
列化された法秩序が存在することを意味する。憲
法第 94 条では「地方公共団体は、その財産を管
理し、事務を処理し、及び行政を執行する権能を
有し、法律の範囲内で条例を制定することができ
る。」とされている。また憲法第 94 条によれば、
憲法から「法律の範囲内」、すなわち国の法令や
また都道府県の例規の範囲内で、条例制定権が自
治体に授権されているものと理解される (10)。こ
のように憲法第 94 条を法段階説に依って解する
ならば、条例を自治体の最高規範に位置づけるこ
とは困難である。

しかしながら地方分権一括法が施行されたこと
によって、国と自治体が対等な関係にあることが
規定された後、法段階説では国と自治体の対等関
係を十分に説明できなくなる。自治体の自主性に
大幅な裁量を認めることによって自主的に規定さ
れた自治基本条例の位置づけ、その解釈の裁量範
囲も地方分権一括法施行によって変わったと考え
られるのではないか。

そこで神原は法段階説ではなく、地方分権化に
併せた「法調整説」を提唱している（11）。憲法
第 94 条の「範囲内」の意味は、法律と条令の間
の調整の必要性を表明したものであり、相互間に
矛盾が生じてはいけないが、「範囲内」で収まる
ように国と自治体のそれぞれの側の解釈による調
整、立法による調整、あるいは司法による調整が
行われるべきと解釈できる。地方分権一括法施行
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後、憲法と地方自治法、自治基本条例等を総合的
に調整して捉えるにあたって、筆者は神原の提唱
する「法調整説」を支持したい。

このように自治基本条例の最高規範性は法段階
説ではなく、法調整説で理解する方が、現行憲法
と地方自治法、さらに各自治体で制定されつつあ
る自治基本条例の動態性を考慮した場合、各法と
自治基本条例の関係を総合的かつ柔軟に説明する
ことが出来ると考えられる。先の神原の説に触れ
たが、行政法学においてもこのような解釈を取る
立場がある。例えば兼子仁は、地域自治体は、そ
の自治政策に根ざす条例を創りたいが、国の法律
に違反できないので（憲法第 94 条、地方自治法
第 14 条 1 項）法律に条令を適合、両立させるよ
うな「合法解釈」（法令適応解釈）を固めなけれ
ばならないと述べている（12）。つまり地方分権
一括法施行以降、自治体は自治法制に拠って「法
解釈自治権」の保障を受けたと解されるため、自
ら政策法務を行うこと求められるようになったと
考えられる。

さらに先行する個別条例、例えば情報公開条例
や住民投票条例、市民参加条例等の個別条例との
相乗性や、関連諸制度の整備、諸制度の配置、つ
ながりを総合的に規定する役割を果たすものが自
治基本条例に他ならない（13）。その意味では自
治基本条例の制定は、各条例を総合化し、体系化
するという点においても重要な意味を持つ。

以上のように、本章では自治基本条例の意義と
若干の整理、規範性について検討した。次章では
自治基本条例の制定過程と具体例を検討する。

II　自治基本条例制定過程と具体例

本章では自治基本条例制定過程と幾つかの具体
例を挙げてその機能を検討する。兼子仁の解釈を
見ると (14) 自治基本条例とは、「○○都市宣言」
のような従来の政策理念とは異なり、また川崎市
の環境基本条例のような行政分野別の条例とも
違って、自治体の地域自治の全体にわたる長期的・
法的な基本原理を「最高規範」として条例化した
ものと説明されている。例えば杉並区では杉並区
自治基本条例の規範性について、第 11 章「この

条例は、区政の基本事項について、区が定める最
高規範であり、区は、他の条例、規制等の制定改
廃に当たっては、この条例の趣旨を尊重し、整合
性を図らねばならない。」とされている（15）。こ
のように、杉並区においても、自治基本条例は自
治体の最高規範と考えられている。自治基本条例
の最高規範性については後述する。

以下、具体的に自治基本条例を検討していきた
い。まず全国で最初に制定された北海道ニセコ町
の「まちづくり基本条例」は 45 箇条からなって
いる。

その中では特に「情報の共有」と「住民参加」
が重視されている。第 2 章「まちづくり基本原則
でその二つについての理念を述べている。第 3 章

「情報共有の推進」、第 4 章「まちづくりへの参加
の推進」ではその具体的な推進手続を定めている。
第 5 章以下では、各論が規定されている。すなわ
ち第 5 章「コミュニティ」、第 6 章「議会の役割
と責務」、第 7 章「町の役割と責務」、第 8 章「ま
ちづくりの協働過程」、第 9 章「財政」、第 10 章「評
価」、第 11 章「町民投票制度」、第 12 章「連携」、
第 13 章「条例制定等の手続」、第 14 章「まちづ
くり基本条例の位置付け等」、第 15 章「この条例
の検討及び見直直し」という構成になっている。

各論の章には、第 3 章第 7 条（情報共有のため
の制度）では、「町は情報共有を進めるため、次
に掲げる制度を基幹に、これらの制度が総合的な
体系をなすように努めるものとする。」とされて
おり、第 1 項では「町の仕事に関する町の会議を
公開する制度」、第 2 項「町の仕事に関する町の
会議を公開する制度」、第 3 項「町が保有する文
書その他の記録を請求に基づき公開する制度、第
4 項「町民の意見、提言等がまちづくりに反映さ
れる制度」と定められている。

特に第 4 章「まちづくりへの参加の促進」では
まちづくりへの町民参加について述べられてい
る。第 4 章第 10 条（まちづくりに参加する権利）
では、「わたしたち町民は、まちづくりの主体で
あり、まちづくりに参加する権利を有する。」と
されている。第 2 項は「わたしたち町民は、それ
ぞれの町民が、国籍、民族、年齢、性別、心身の
状況、社会的又は経済的環境等の違いによりまち
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づくりに固有の関心、期待等を有していることに
配慮し、まちづくりへの参加についてお互いが平
等でありことを認識しなければならない。」、第 3
項では「町民によりまちづくりの活動は、自主性
及び自立性が尊重され、町の不当な関与を受けな
い」とされ、第 4 項「わたしたち町民は、まちづ
くりの活動への参加又は不参加を理由として差別
的な扱いを受けない」とされている。

第 11 条では「満 20 歳未満の青少年及び子ども
は、それぞれの年齢にふさわしいまちづくりに参
加する権利を有する。」とされており、満 20 歳未
満の町民のまちづくりに参加する権利の規定とい
う点で特徴的である。

第 8 章「まちづくりの協働過程」（計画過程等
への参加）では、より具体的な協働の理念が示さ
れている。「第 36 条　町は、町の仕事の計画、実
施、評価等の各段階に町民が参加できるよう配慮
する」、同条第 2 項「町は、まちづくりに対する
町民の参加において、前項の各段階に応じ、次に
掲げる事項の情報提供に努めるものとする。」以
下同条 2 項各節は次のものである。「（1）仕事の
提案や要望等、仕事の発生源の情報」、「（2）代替
案の内容」、「（3）他の自治体等の比較情報」、「（4）
町民参加の状況」、「（5）仕事の根拠となる計画、
法令」、「（6）その他必要な情報」と定められてい
る。

このように、ニセコ町まちづくり基本条例は住
民参加を組み込んだ固有の原則が書かれている。
住民参加の内容や情報公開への努力が明記されて
おり、この点は留意すべきであろう。第 11 条の
ように二十歳未満の青少年や子どもの参加の権利
の保障条項があり、そこでは様々な主体の協調に
よるまちづくりが提唱されており、協働の理念が
際立っている。

またニセコ町まちづくり基本条例は、基本理念
を規定しただけのものではなく、理念、制度共に
盛り込まれた総合的な条例である点に特徴を見る
ことが出来る。ニセコ町条例の最大の功績は個別
の条項を自治基本条例として「体系化」し、「総
合化」した点にあると言えよう。自治基本条例の
体系性、総合性の重要性が理解される (16)。

次に市民参加の方法を対象として北海道下川町

の自治基本条例を見ておきたい。例えば北海道下
川町自治基本条例第 9 条第 1 項 1 号から 5 号では、
第 1 号、「 審議会等（地方自治法（昭和 22 年法
律第 67 号）第 138 条の 4 第 3 項に規定する執行
機関の附属機関又はこれに類するもので町が定め
るもの）」、第 2 号「意見交換会」、第 3 号「 アン
ケート」、第 4 号「パブリックコメント手続（意
思決定過程で素案を公表し、町民から出された意
見等を考慮して決定する制度）」、第 5 号「その他
適切な方法」とされている（17）。

下川町自治基本条例においては条例第 9 条にお
いて1号〜5号のうちの意思決定過程においては、
意見の公募や選定、行政機関や審議会等の参加も
まじえた公開討論等、最終決定などの複数のプロ
セスを経ることになるであろう。その場合それぞ
れの段階で 1 号から 5 号の様々な組み合わせが想
像される。特に審議会や意見交換会は複数のアク
ターの参加が考えられる。すなわち選定過程にお
いても、意見の公募や選定、洗い直し、最終決定
等の複数の段階の手続きが行われるため、複数の
手続過程においては 9 条の一つの号の形式のみな
らず、段階に応じて 1 号から 5 号までを採用する、
様々な組み合わせ方が考えられる（18）。

市民参加の方法を実施する上で、市民公募のパ
ブリックコメントのように、下川町自治基本条例
第 9 条の①から⑤の方法を 1 つ以上行うことが段
階に応じて選ばれるべきと考えられる。その場合、
審議会等で議論した内容を意見交換会で市民に説
明、市民意見をもらうとした方が審議会等の審議
内容が充実するものと思われる。しかし 1 つ以上
となれば、パブリックコメントのみで要件を満た
すことになるのでこれでは不十分ではないか。つ
まり 2 つ以上とする方がより効果的な手続とな
る。2 つ以上の場合は、審議会等と意見交換会若
しくはパブリックコメント手続のどちらかが行わ
れなければならないことを意味するため、少なく
とも審議会か意見交換系会の議論と公募アイデア
の両方を満たすことになるからである。より包括
的な参加を伴い、慎重に審議を尽くすことが望ま
しいが、行政の負担や市民参加のコストや時間的
制約、効率性も考慮せねばならず、下川町自治基
本条例を例に見れば選定過程においては、1 号か
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ら 5 号のうちの「2 つ以上」を組み合わせて採用
するのが望ましいと思われる。このように複数の
形式の意思決定方法を制定過程に組み込めば、行
政と市民の協働を効果的に実践することが可能と
なるであろう。

III　中野区自治基本条例の取り組み

前章までは先駆的事例としてニセコ町等の事
例、また北海道下川町のような条例制定のための
市民参加のプロセスの形を検討してきた。本章で
は首都圏の基礎自治体の一例であり、これまであ
まり取り上げられてこなかった中野区の自治基本
条例の内容と制定過程を検討する。

日本経済新聞社産業地域研究所が 2013 年 11 月
〜 12 月に実施した全国市区経営革新度調査をも
とに平井光雄が自治基本条例実施自治体と施行し
ていない自治体群との比較を行った際に（19）、
グループごとに点数化して政策の経営革新度をも
とに総合評価し比較した分析調査が行われている

（20）。それによれば自治基本条例を制定している
東京都特別区で見ると新宿区 80 点、文京区 70 点、
中野区 60 点、杉並区 70 点、豊島区 60 点、練馬
区 70 点、足立区 70 点で平均 68，57 点と特別区
の点数は高く、中野区が特別区内では最低水準で
あるが自治基本条例を制定している特例市（春日
部市 60 点、茅ヶ崎市 60 点、甲府市 55 点、大和
市 70 点、太田市 60 点、熊谷市 55 点、小田原市
60 点等）の 22 市の平均点は 59.35 点と特別区よ
りは低い数値となっている。つまり中野区は特別
区の平均値よりはかなり低いものの、首都圏近郊
に位置する特例市の平均水準にほぼ等しい位置に
ある。このように同区の条例は、特別区レベルで
は高い評価を与えられたものではなく、むしろ特
例市との比較では標準レベルの評価点と見て良
い。

本章で取り上げる中野区自治基本条例制定過程
は中野区ホームページの「中野区自治基本条例の
制定の経緯」で公開されている情報（21）から確
認される。

まず 2004 年 11 月 1 日に中野区田中区長は、大
学教授等の学識経験者 4 名と市民委員 4 名から成

る仮称中野区自治基本条例に関する審議会から
「中野区の自治の発展の方向と『（仮称）中野区自
治基本条例』に盛り込むべき内容について」答申
を受けた。これは、2004 年 5 月に同区長から諮
問を受けた同審議会が、6 か月間にわたり審議を
重ね答申としてまとめたものである。同審議会答
申をもとに、さらに「自治と参加を考えるシンポ
ジウム」（2004 年 11 月 7 日開催）や、2004 年 11
月区内 3 か所で実施された区民との意見交換会の
提案意見などを参考にして「（仮称）中野区自治
基本条例に盛り込むべき主な項目と考え方」がよ
り具体的にまとめられた。この条例に盛り込むべ
き主な項目と考え方については、パブリックコメ
ント手続（意見募集期間 2005 年 1 月 26 日〜 2
月 15 日）が行われ、これにあわせて 2005 年 2 月
に意見交換会（全 3 回）も開催されている。

こうして中野区自治基本条例は 2005 年 4 月に
施行された。同条例はその後 2011 年、2014 年に
一部改正されている。同条例は、前文、第 1 章（総
則、第 1 条—第 7 条）第 2 章（行政運営、第 8 条—
第 13 条）第 3 章（区民の参加、第 14 条−第 16 条）
第 4 章（区民の合意事項の尊重、第 17 条）第 5
章（条例の位置付け、第 18 条）第 6 章（雑則、
第 19 条・第 20 条）附則、という構成になってい
る。

中野区自治基本条例は、このように有識者 4 名
（大学教授等）と市民委員 4 名によって構成され
た審議会答申を基に提出された条例案を叩き台と
して、さらにパブリックコメントや意見交換会を
経て、検討された後に制定された。この組織には
いわゆる審議委員が参加する。

ここで「参加型審議会」について説明しておき
たい。この参加型審議会は審議会の中に一部公募
委員を入れるものであり、完全に公募型ではない
ものの、行政が実質的に主要なアクターとなるた
め運営面では効率的であり、実際にこの参加型審
議会方式はかなり多くの自治体で採用されてい
る。
「市民委員会」方式は、全員が公募委員である

方式である。最も開かれた組織であるが、行政と
市民の協働参画という点から見るとある意味で不
十分であり、さらに一般市民のみの条例制定は効
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率面で問題があり、補佐するために行政職員が市
民委員会を支援するために小委員会を作る場合も
ある（22）。

中野区の審議会は、完全公募ではないため、上
述の「参加型審議会」と市民による「市民委員会」
の中間にあたるものと思われるが、市民と行政職
員の構成バランスは 4 人と 4 人でバランスが取れ
た適切な構成組織とも言える。同条例は成立要件
や内容において特別に際立った成立要件の条項が
あるわけではないが、条例制定時の意見交換会や、
パブリックコメント手続における意見の概要と、
それに対する区の考え方が質疑御応答形式で中野
区のホームページに掲載されており、条例制定過
程の一部を閲覧することが出来、多様な市民の意
見とそれに対する行政職員の応答などが詳細に確
認できるため、中野区の自治基本条例の審議過程
は興味深い視点を含んでいる。

中野区がホームページで公表している「パブ
リックコメント手続における意見の概要とそれに
対する区の考え方」では、「区民の代表」につい
ての市民の意見と区の考え方の相違が見られ、興
味深い。次に自治基本条例に関する捉え方の一例
として区民の意見の一例を取り上げたい。これは

「区民の代表は区長と区議会議員であり、区議会
こそ『区民の意思に基づく決定』がなされる場で
ある『審議会』、『委員会 ] などで出された意見は
区民を代表するものではない。本条例は区議会を
可能な限り無力化し、『委員会』などに参加する
区民に事実上の代表権を与えることになる。間接
民主制の否定であり、公権力の私物化である

（23）。」と自治基本条例制定における中野区行政
に批判的な意見を示すものである。この意見は既
存の審議会や委員会が参加者自体行政に指名さ
れ、行政機関、首長を補佐する諮問機関というイ
メージに依っているもののように思われる。だが
自治基本条例制定に参画する住民はまだまだ少な
く、市民の認識度は未だ不十分であることを端的
に示す一例とも言えよう。

これに対する区の回答は以下である。「自治基
本条例は間接民主制を基本とし、区が施策等を決
定していくにあたり、専門的な知見等を得るため
に、さまざまな『審議会』や『委員会』での区民

等の意見を伺っています。区は、区民全体の公益
を実現していく区政運営を行うことが重要である
と考えます。『委員会』などに参加する区民が全
体の代表であるという位置づけは行っていませ
ん。」

このように先の住民の批判的な意見は自治基本
条例を「区民の代表たる議会を軽視し、間接民主
制を形骸化するもの」という誤解に基づき質問を
行ったものと見られる。この住民の意見は、間接
民主制の意義に適うはずのものが議会基本条例で
あり、自治基本条例は議会という住民代表の意思
を反映せず、行政主導の意思のみを重視したもの
と誤解していることに原因があると思われる。自
治基本条例は本来、議会基本条例を包括する規範
であるが、自治基本条例は全国自治体において制
定する自治体が増えているにも関わらず、その本
来的な意義や目的は、住民間で十分認識を得られ
たものとは言えないかもしれない。

先のパブリックコメントに関する住民の意見に
対する区の回答とは別に、中野区自治基本条例の
≪考え方≫が別ファイルで公開されている（24）。
同条例 2 条 1 項の＜自治の基本原則＞は、区民の
自治の活動と区民の自発的な公共的課題解決によ
る豊かな地域社会づくりと位置づけている。また
同項にいう「共通する幸福と豊かさ」は、区民が
共通の目的として求めていくべき「公益」を表し
ているとされている。

第二項では区民が選挙に参加するだけでなく、
区政に関心をもち、区政運営に区民の意見を反映
させるという住民自治の実現を図り、より良い区
政をめざすことを定めているとされる。ここで区
が述べる「参加」は、区の意見交換会に出席し、
区議会への請願・陳情を行うことのみならず、様々
な機会を通じて区民が自らの意見を区に表明し、
それを区が受けとめることを意味している。「監
視」とは区民が関心をもって区政を見守り、適正
な区政運営の確保のために、情報の公開を求め、
意見を述べることを意味するとされている。自治
体は二元代表制であり、日本国憲法の定める間接
民主主義を超えない範囲で、自治体ごとに法令解
釈が可能となり、それに基づき、条例制定やパブ
リックコメントに際して自治体独自の審議会や市
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民懇話会等を組織化し、条例制定の主要組織とさ
せることは可能であり、これは間接民主制と決し
て矛盾するものではない。地方分権一括法施行後、
参加するアクターが多様化し委員会や市民懇話会
等の活用は条例制定のためにはむしろ必要である
と考えられる。自治基本条例策定の過程自体がそ
のような附設組織を通じて複雑化した自治体行政
スタッフと市民が協働で策定していこうとする試
行プロセスの一つであり、その取組の実践と、意
思決定方法の発展によって、地方の間接民主制を
補完する機能を持つものと解すべきであろう。

次に見る中野区の自治基本条例に関する考え方
は、「（仮称）中野区自治基本条例に盛り込むべき
主な項目と考え方」として公表されている 。「 
≪考え方≫○この条例制定の目的は、安心してい
きいきと暮らせる地域社会の実現であり、そのた
めに、区民の意思を反映させた区政運営と区民の
自治の活動の推進が必要であると考えます。○こ
の条例の目的から、条例の名称を「中野区自治基
本条例」とすることを考えています。」（25）

中野区自治基本条例においては、さらに区民に
対して協働責任が求められている。中野区自治基
本条例第 3 条 3 項では「区民が、区政への参加に
当たって自らの発言と行動に責任を持ち、安心し
て生き生きと暮らせる地域社会の実現に向けて努
めるものとする」と明記されている。これは区民
にも住民としての協働の権利があり、区民が能動
的な政治的主体となって区政に協働責任を負うも
のと見ることも可能であろう。

ここまで「パブリックコメント手続における意
見の概要とそれに対する区の考え方」を見てきた
が、次にウェブ上で公開されている「意見交換会
における意見・質問の概要」（26）を見ておきたい。
これを確認することによって、自治基本条例制定
に至る過程で市民の意見が十分反映されている
か、市民と行政の対話は十分なものであったかと
いう点に対して判断することができる。

上述の「意見交換会における意見・質問の概要」
では中野区自治基本条例制定に際し行ったパブ
リックコメント、市民の意見・質問とそれに対す
る区の回答が示されている。この中の幾つかの項
目を概観したい。まず「区民の参加手続」に関す

る質疑であるが、区民の意見は「自治基本条例に
ついてのパブリックコメントの期間が短い。意見
交換会の最終回から 1 週間にも足りないのは疑問
である。」と審議する期日の短さを指摘する質問
を行っている。これに対する区の回答はこうであ
る。「自治基本条例のもととなる自治と参加につ
いては、基本構想を描く区民ワークショップ等で
の検討、審議会、シンポジウム、意見交換会を経
てきている。」パブリックコメントの情報などは
区の広報を読むか、またはホームページを閲覧す
る市民に参加可能性が限られるため、情報の浸透
面で不十分であることはやむを得ないが、意見交
換会最終回からパブリックコメントの締め切り期
間が１週間という期日はあまりに短い。やはり市
民が熟慮し提案するための期間として 1 週間は十
分な時間とは言えず、公募期間の拡張が必要であ
るように思われる。

次に中野区自治基本条例第 3 章「区民の参加」
第 14 条「区民参加の手続等」を見てみよう。「第
14 条　行政運営への区民の参加の手続は、行政
活動の内容、性質及び重要性に応じ、個別意見の
提出、意見交換会、パブリックコメント手続等の
執行機関の定める適切な形態及び方法によるもの
とする。この場合において、次に挙げる事項の決
定については、原則として、意見交換会及びパブ
リックコメント手続を経るものとする。（1）区の
基本構想及び宣言等の策定又は改廃（2）基本計
画及び個別計画の策定又は改廃（3）次に挙げる
事項に関する条例の制定若しくは廃止又は当該事
項に係る改正の案の策定　ア　区政運営に関する
基本的な方針を定めることを内容とするもの　イ　
広く区民に義務を課し、又は権利を制限するもの

（4）広く公共の用に供される大規模施設の建設に
係る基本的な計画の策定又は変更」、と規定され
ており、パブリックコメントの公募期間の短さな
どの問題はあるものの、それ以外に区民ワーク
ショップ、審議会、シンポジウムなど複数の場で
市民との質疑を持つ機会を実施した点を顧慮する
と、中野区自治基本条例制定に至る市民参加の機
会は相応に提供されたものと見て良い。このよう
な検討を踏まえると中野区自治基本条例制定に至
る参加形式は市民参加や意見反映という面では一
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定の評価を与えても良いものではないだろうか。
最後に自治基本条例全般に関する質問として、

「自治基本条例と基本構想との関係性、またこれ
が国の憲法に類するものであるのか」という最高
規範性に関する区民の質問を見てみたい。この質
問に対する中野区の回答は次のものである。「基
本構想は地方自治法で定められているもので、行
政の基本計画にあたる。一方、自治基本条例は自
治体の基本的な方向を示す自治体政府の基本法で
あり、自治体運営の基本原則を定めるものと考え
られる。憲法では基本的人権といった、権利性の
内容まで規定しているので、それに比べると自治
基本条例は憲法のように幅を持つものではない。
ただ、自治体における一番上位の条例に位置づけ
られるという意味で、最高法規性という側面はあ
ると考えている。基本構想については国において
は、同等の位置づけのものは存在しないと思う。」

（27）
自治基本条例の最高規範性について、中野区自

治基本条例では明確に規定されてはいないが、上
述した区行政の回答においては、自治体の法解釈
により「最高法規制」を具えるものと理解されて
いることが推察される。中野区の回答で述べられ
た「最高法規制」は本稿で扱う「最高規範性」と
ほぼ同義と考えて良いと思われる。既に見たよう
に、自治基本条例を制定している自治体のうち、
自治基本条例の最高規範性を認識している自治体
は 2009 年時点でおよそ 3 分の 2 に及ぶ。しかし、
最高規範性を疑問視する見解もあるため、最高規
範性を条例の条文に明記している自治体は少な
く、中野区もそのような立場からその明記を避け
ているものと思われる。

最後に自治体における自治基本条例の最高規範
性をまとめて整理しておくと、法段階説に依るも
のではなく、地方分権一括法施行後は、自治体の
法解釈の裁量に委ねられるものとして柔軟に解
し、法調整説に基づき理解する方が合理的である
と筆者は考える。なぜなら、この法調整説に基づ
くならば、既存の憲法や自治体法等個別法に対し
ても併存可能であり、矛盾なく調和的に併存可能
となり、既存の法や政府や都道府県自治体との関
係においても、より柔軟に最高規範性を解釈する

ことが可能となると考えられるためである。そし
て法調整説に立つことによって、自治基本条例の
意義を地方分権一括法施行後もより適切に説明す
ることが可能となるのではないか。

結びにかえて

本稿では自治基本条例の先行事例としてニセコ
町まちづくり基本条例や下川町自治基本条例を検
討し、さらに特別区である中野区の条例制定過程
の検証等を通して、条例案の制定過程と市民の参
加について主に論じてきた。地方分権化が促進さ
れる中、全国に自治基本条例は普及しつつあり、
その存在意義は重要となりつつある。しかしなが
ら、先述した中野区住民の批判的な意見の事例に
あるように、自治基本条例の意義は住民において
適切に認知されているとは言えない部分も見られ
る。仮に自治基本条例制定に際して、市民参加が
十分保障されていない場合は、条例の意義が失わ
れることになりかねない。住民と行政が最高規範
である自治基本条例の策定作業に協働参画するこ
とに、自治基本条例の本来の意義があるとも言え
よう。

今後の課題としては、住民参加に関する住民投
票の条項や、制定後の見直し条項や監査等につい
て検討される余地がある。さらには議会基本条例
の問題も本稿で扱えなかった課題として残されて
いる。

また紙面の都合上、十分検討できなかった課題
としては、自治体行政職員の政策法務の問題が考
えられるだろう。すなわち、地方自治体の条例制
定等の役割が重要となり、さらに市民と行政の協
働が重視されつつある現状を顧みれば、自治体職
員における政策法務のスキルアップは焦眉の課題
となるためである （28）。そのために具体的には
今後政策法務の専門知識と経験を持つ自治体職員
の育成が重要となるだろう。自治体職員と市民で
構成される「公私協働体」は、自律した独自の政
策案を自治体行政に提案することを可能とするで
あろう。市民と行政の協働による政策企画は市民
の成熟度を高めるだけでなく、条例制定への住民
参加を通じた市民意識の自覚、さらには行政職員
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